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証券コード　4838
平成28年６月13日

株 主 各 位

東 京 都 港 区 六 本 木 三 丁 目 1 6 番 3 5 号

代表取締役社長 清 水 英 明

第22期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月27日（月曜日）午
後７時までに到着するように、ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成28年６月28日（火曜日）午後１時
　受付開始は正午を予定しております。

２．場 所 東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル地下１階
「ラフォーレミュージアム六本木」
　本年は、株主総会の開催場所を上記のとおり変更いたしました。ご来

場の際は、末尾のご案内図をご参照いただき、お間違えのないようご
注意ください。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第22期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第22期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案
第３号議案

取締役１名選任の件
監査役１名選任の件

以　上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

２．株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

　　（アドレス　http://www.spaceshower.net/）
３．株主総会にご出席の株主様へお配りしておりました、お土産及び総会終了後の懇親会は、本

年よりとりやめとさせていただきます。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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（提供書面）

事　業　報　告

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで

Ⅰ．企業集団の現況

１．事業の状況

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸入企業を中心とした企業業績

や雇用情勢の改善が続き、緩やかな回復基調での推移となったものの、原

油価格の下落や中国をはじめとした新興国等の景気減速、年明けからの急

速な円高や市場の不安定な動きにより、先行きの不透明感が増しておりま

す。個人消費についても、これら不透明感を背景として将来不安が高まっ

たことにより、消費マインドの悪化が継続しており、依然として厳しい環

境が続いております。

こうした環境の下、当社グループでは、放送業界、音楽業界における市

場環境や消費者ニーズの変化に対応するため、創業以来行ってきた音楽映

像コンテンツの制作及びCS放送を使った音楽専門チャンネルの放送をベー

スとしつつ、ライブイベント展開、デジタルコンテンツ制作や各種デジタ

ルサービス展開、音楽レーベルからアーティストマネジメントに至る展開

まで、当社グループが有するあらゆる機能を複合的に活用しながら、多様

なメディア・コンテンツ事業を展開し、総合音楽エンタテインメント企業

への転換を図ることを基本方針として経営を行ってまいりました。

これに伴い、当社グループでは今後の中長期的な成長の実現を目指し、

新たに再編したSPACE SHOWER TV事業、SPACE SHOWER MUSIC事業、SPACE 

SHOWER ENTERTAINMENT事業の３つのビジネスユニットにて事業活動を行う

こととし、連結子会社㈱セップ並びに㈱Ｐヴァインとともに、新たな分野

での成長施策の推進、事業領域の拡大への取り組み、積極的な先行投資を

実行いたしました。

SPACE SHOWER TV事業においては、有料放送収入において、引き続き加入

者数の停滞傾向が見られる中、視聴率分析等に基づく効果的なコンテンツ

投下により、「スペースシャワーＴＶ」、「100％ヒッツ！スペースシャワ

ーＴＶプラス」ともに、スカパー！サービスの配分単価が前期比で上昇す

ることで前年度並みを維持しました。イベント関連においては、当社のフ

ラッグシップイベントである野外フェス「SPACE SHOWER SWEET LOVE 

SHOWER 2015 -20thANNIVERSARY-」を３日間開催し、当社のスマートフォン

アプリ「スペシャアプリ」における生配信に加え、海外向け日本コンテン
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ツ専門チャンネル「WAKUWAKU JAPAN」にて、インドネシア・ミャンマー・

シンガポールを含む４ヶ国同時放送、「スカパー！４Ｋ総合」チャンネル

における超高画質の４Ｋ放送を実施いたしました。

また、「SWEET LOVE SHOWER」に続く大型コンテンツとして新たに、音楽

を中心とし、音楽と親和性の高い映画やアート等のカルチャーを包含した

複合イベント、「TOKYO MUSIC ODYSSEY 2016」を立ち上げました。この一

環として新たに開催された「SPACE SHOWER MUSIC AWARDS」は、当社視点で

2015年の音楽シーンを総括し、アーティストとクリエイターに感謝と敬意

を込めて贈る、当社ならではの完全招待制の受賞イベントであり、豪華ア

ーティストのライブ演奏をはじめ、合計26部門の各受賞アーティストの発

表並びに授与が行われました。授賞式の模様は、LINEのライブ映像配信サ

ービス「LINE LIVE」、「スペシャアプリ」、当社動画配信サイト「SPACE 

SHOWER ON DEMAND」における生配信を実施、多くの視聴者を集めました。

加えて、デジタル関連において、より濃度の高いアーティストとファン

のコミュニティの場を創ること並びに、マネタイズ領域を拡大することを

目的として、㈱EVENTIFYから会社分割のスキームによりファンクラブ事業

を譲り受け、当社出資比率82％の連結子会社「コネクトプラス㈱」を設立、

平成28年２月29日より事業を開始いたしました。

SPACE SHOWER MUSIC事業においては、アーティストマネジメント関連に

おいて、当社所属アーティストの認知度向上や、人気の急拡大によるライ

ブ会場規模の拡大により、ライブへの観客動員数やオリジナルグッズの販

売、ファンクラブ会員数が大きく伸長し、売上高を伸ばしたものの、売上

高の伸長以上にライブ制作費の増加を招いたことで、想定外の損失を計上

しました。一方で、次なる人気アーティストの育成・新規マネジメント契

約の締結など、積極的な投資を実行いたしました。なお、デジタル配信関

連につきましては、定額制音楽配信サービスの拡大等、外部環境の変化に

牽引され、当社の管理する膨大な楽曲カタログを有効活用できたことによ

り、引き続き堅調な伸びを見せました。加えて、前期より着手した受託パ

ッケージやレーベルの採算管理の徹底、発売タイトルを厳選する取り組み

により、音楽ソフト関連の損益は改善いたしました。

SPACE SHOWER ENTERTAINMENT事業においては、平成27年３月、原宿に開

店したエンタテインメント・コラボカフェ「AREA-Q (エリア・キュー) 」

にて、従来の当社になじみの深いロックバンドのコンテンツに加え、アイ

ドル、アニメ、ゲーム等の多彩なコンテンツとのコラボレーションを実現

いたしました。

加えて、平成28年２月29日、秋葉原を代表する老舗メイドカフェ「＠ほ

ぉ～むカフェ」５店舗を展開するインフィニア㈱の全株式取得による連結

子会社化及び同店の営業に必要な商標権の取得を実施し、ポップカルチャ

ー領域への本格参入をはたしました。今後は、現状の店舗運営を基盤とし、
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ソーシャルメディア展開、隣接領域との融合、マーチャンダイズ展開、コ

ンテンツの海外展開等の取り組みを加速させてまいります。

また、第１四半期連結会計期間には、㈱フジ・メディア・ホールディン

グスとの資本業務提携及び第三者割当による新株式発行を行い、放送高度

化などに関する制作面・技術面における協業や、インターネット動画配信

などの新規ビジネスに対応するコンテンツ制作に関する戦略提携、ライブ

イベントなどの提携・共催、アジアを中心とした海外コンテンツ展開等に

おける業務提携を推進することとなりました。

第３四半期連結会計期間には、当社の中長期的経営戦略の一つとして掲

げる「アーティストやクリエイターの才能・魅力を活かして付加価値をあ

らゆる場・形で最大化」することの実現に向け、㈱MCIPホールディングス

の株式を取得 (出資参画) し、アジアで開催する各種イベントにおいて、

音楽・エンタテインメントコンテンツでの参加や、アジア各国での番組共

同制作における参画、音楽・エンタテインメントコンテンツ分野における

情報発信拠点の創出、新たなコンテンツ発掘育成プロジェクト実施を推進

することとなりました。

これらの取り組みの結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高

につきましては、当社所属アーティストのライブ会場規模拡大、デジタル

配信の堅調な伸び、原宿コラボカフェ「AREA-Q」の開業及びインフィニア

㈱の連結子会社化などが貢献した結果12,896,180千円となり、前期比

1,137,042千円増（同9.7％増）の大幅増収となった一方、利益につきまし

ては、SPACE SHOWER TV事業・MUSIC事業・ENTERTAINMENT事業の３つのビジ

ネスユニットにおける先行投資や、一部大型ライブイベントの制作費増加

などにより前期を大幅に下回り、営業利益は118,851千円と前期比107,940

千円減（同47.6％減）、経常利益は136,692千円と前期比95,010千円減（同

41.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は57,412千円と、前期比

55,856千円減（同49.3％減）の減益となりました。
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(2) 設備投資の状況

特に記載すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度において、平成27年５月22日に当社取締役会の決議によ

り、第三者割当による新株式を発行し、平成27年６月８日に263,040千円の

資金調達を行いました。

(4) 重要な企業再編等

① 平成28年２月29日付で、LiNK-UP㈱より、同社が保有するインフィニ

ア㈱の株式の全てを取得し、当社の完全子会社といたしました。

② 平成28年２月29日付で、当社子会社のコネクトプラス㈱（旧㈱アーテ

ィストコネクト 平成28年１月19日設立）は、㈱EVENTIFYより、同社

のファンサイト事業を会社分割により承継いたしました。
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２．直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第　19　期

(平成25年３月期)
第　20　期

(平成26年３月期)
第　21　期

(平成27年３月期)
第　22　期

(平成28年３月期)

売 上 高(百万円) 11,658 11,638 11,759 12,896

経 常 利 益(百万円) 341 227 231 136

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 166 86 113 57

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 1,557円16銭 8円06銭 10円60銭 5円12銭

総 資 産(百万円) 6,670 6,448 6,670 7,015

純 資 産(百万円) 3,743 3,735 3,728 3,942

１ 株 当 た り 純 資 産 額 35,012円48銭 349円45銭 348円79銭 347円94銭

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。

３．当社は、平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の割合で株式

分割を行っております。これに伴い、第20期の１株当たり当期純利益につきましては、

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、期中平均株式数に基づき算出しておりま

す。

３．重要な親会社及び子会社の状況

(1) 親会社の状況

該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

㈱ セ ッ プ 50百万円 100.0％ ミュージックビデオ等の各種映像の企画・制作

㈱ Ｐ ヴ ァ イ ン 10百万円 100.0％
音楽ソフトの企画・制作及び音楽著作権の管
理・開発等

イ ン フ ィ ニ ア ㈱ 3百万円 100.0％ 飲食店経営、グッズ企画販売、衣装制作販売

コネクトプラス㈱ 0.5百万円 82.0％ ファンクラブ事業の企画・運営

(注)１．平成28年１月19日付に、コネクトプラス㈱（旧㈱アーティストコネクト）を設立いたし

ました。

２．平成28年２月29日付で、インフィニア㈱の全株式を取得いたしました。

(3) その他

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

㈱ＭＡＳＨ Ａ＆Ｒ 80百万円 25.0％ アーティストマネージメント・音源制作

(注) ㈱ＭＡＳＨ Ａ＆Ｒは、当社の持分法適用の関連会社であります。
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４．対処すべき課題

当社グループは、経営の基本方針及び中期的な経営戦略を推進し、企業価

値と企業の存在意義を継続的・持続的に高めていくためには、主に以下に示

す課題があることを認識しております。当社グループとしては、こうした課

題に対する具体的施策を着実に実行していくために、推進体制を一層強化し

ていきたいと考えております。

(1) 放送事業基盤の維持とコンテンツ制作力の強化

放送事業関連においては、視聴者による選択性が強まっており、視聴者

からより支持される魅力ある番組コンテンツを生み出すために、編成・制

作力を強化することが放送事業関連収益の維持・拡大する上での重要な課

題であると考えております。

また、魅力あるコンテンツの創造とともに、「スペースシャワーＴＶ」

及び「100％ヒッツ！スペースシャワーＴＶプラス」の潜在的な顧客層に対

し、効果的にプロモーションを行うことは、そのコンテンツの存在価値を

高めるための重要な課題だと考えております。従来同様、当社グループの

コンテンツの提供先であります「スカパー！」やケーブルテレビ局による

宣伝・加入活動との連携を深めつつ、今後は当社グループとしても、当社

の潜在顧客に向けて当社チャンネルやそのコンテンツの魅力について主体

的にプロモーションを行っていくことも重要だと考えております。

さらに、４Ｋをはじめとする“放送サービスの高度化”への対応も不可

欠であると認識しております。

(2) 企画営業力の範囲拡大と推進

インターネットの普及による若者を中心としたライフスタイルの変化に

伴い、一般企業クライアントの広告出稿に対する考え方も大きく変わって

きております。当社グループでは、こうした企業クライアントのニーズに

対応し、従来のCS放送メディアだけでなく、ライブイベントやインターネ

ット、デジタルサイネージ（屋外電子広告）、他社媒体など様々なメディ

アを組み合わせ、付加価値の高い広告・販促企画を提案できる企画営業力

を強化することが重要な課題だと考えております。

(3) コンテンツのマルチユース推進と発展・展開

インターネットやモバイル等の通信インフラの進展やスマートフォンや

タブレット端末などの受信端末の多様化は、我々のライフスタイルを一変

させ、音楽や映像の楽しみ方に劇的な変革を生み出しております。そうし

た激しい環境変化の中、当社グループといたしましては、競争力があり、

ユーザーに永く支持されるコンテンツやサービスを開発・提供するととも

に、これらをマルチネットワーク・マルチデバイスに対応していくことが

大きな課題であると考えております。そのために、当社グループといたし
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ましては、編成・制作体制の見直し、クリエイティブで活発な風土の醸成、

優秀なスタッフの発掘及び育成並びに権利許諾、権利獲得体制の強化など

を今後逐次進めていきたいと考えております。

(4) ヒット作品の創出とアーティストマネジメントの強化

当社グループは、平成26年４月１日付で音楽ソフト事業関連を集約し、

また統合したブランド名称として、「SPACE SHOWER MUSIC」を発足させま

した。新しい体制のもと、アーティストマネジメント、原盤制作、プロモ

ーション、CD/DVDなどの音楽ソフトパッケージ流通、デジタル音楽配信を

一気通貫するコンテンツビジネスが可能となりました。当社グループとい

たしましては、アーティストビジネスを展開し、コンテンツホルダーとし

てヒットコンテンツの創出・拡大を図るためには、有望アーティストの確

保、ビジネスを支える人材の成長と活性化が課題であると考えております。

(5) デジタル音楽流通の推進

音楽配信市場は、世界的な規模で月額定額制などの新しい音楽配信サー

ビス・音楽配信事業者が台頭し、CD/DVDなどの音楽ソフトパッケージに代

わる形で普及が進んでおります。

当社グループでは、既に取扱楽曲が約200万曲にも及ぶことから、より効

率的なシステム化とプロモーション展開の強化を図り、こうした楽曲をよ

り多くの音楽ファンに流通させることが課題であります。また、デジタル

環境の変化を確実に捉え、当社コンテンツを最大限に活かした新規ビジネ

スを創出することも課題であると考えております。

(6) 新規事業の発展・展開

当社グループは、音楽を中心とした当社独自の強みやポジションを活か

し、今後成長が見込まれるアニメ、アイドル、キャラクター、ファッショ

ン市場等、ポップカルチャー領域に対しても事業展開を進めてまいります。

これらの事業領域において、積極的に他社との提携を検討し、当社の独自

性や機能と他社のノウハウを融合して、新規事業を展開していく必要があ

ると考えております。

－ 8 －

対処すべき課題
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(7) 内部統制の推進

当社グループの内部統制の整備につきましては、会社法及び金融商品取

引法等関係法令に基づき、順次対応を続けてまいりました。内部統制を整

備し、不祥事や不正会計処理などを未然に防ぐことは、当社グループが培

ってきた信用と信頼を維持するためにも重要な課題であると認識しており

ます。

また、当社グループでは、コーポレート本部、内部監査室、Ｊ－ＳＯＸ

事務局などが協力し、グループ各社の内部統制の整備、業務の適正性を確

保するための体制構築を行うとともに、業務フローの見直しや業務効率の

改善を継続的に図っております。

(8) コンプライアンス対応(個人情報管理を含む)の強化

当社グループは、創業以来長い年月をかけて顧客など関係各ステークホ

ルダーと信頼関係を築いてまいりましたが、虚偽の報告などの不正行為や、

個人情報の漏洩などの事故を起こすことは、一瞬にしてこの関係を破壊し、

ひいては、企業経営に甚大なダメージを与えることになります。このため、

当社グループは、コンプライアンス対応の強化が重要な課題であると認識

しており、当社代表取締役は全取締役及び従業員に対し、当社コンプライ

アンスポリシーの遵守を繰り返し徹底させ、高い倫理観と社会的責任に基

づいて行動する企業風土の醸成を指導するとともに、適宜外部の専門家と

の情報交換を行うことにより、法令・定款違反行為を未然に防止するよう

努めております。

５．主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
当社グループは、音楽及び映像を主たるコンテンツとした「メディア・コ

ンテンツ」「映像制作」という二つの事業セグメントを展開しております。
各事業セグメントの主な事業内容は以下のとおりであります。

事 業 セ グ メ ン ト 主 な 事 業 内 容

メディア・コンテンツ

音楽専門チャンネル「スペースシャワーＴＶ」及び「100％
ヒッツ！スペースシャワーＴＶプラス」の運営、音楽イベン
トの主催、アーティストマネジメント、レーベル、CD/DVD等
の音楽ソフトパッケージ流通、デジタル音楽配信、音楽著作
権の管理・開発、音楽専門誌・書籍の編集及び出版、コンセ
プトカフェの運営、アーティストファンクラブの運営等

映 像 制 作
ミュージックビデオやライブ映像、一般企業広告等の各種映
像作品の企画・受託制作

－ 9 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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６．主要な事業所（平成28年３月31日現在）

会 社 名 事 業 所 所 在 地

当 社

本 社 東 京 都 港 区

渋 谷 オ フ ィ ス 東 京 都 渋 谷 区

大 阪 オ フ ィ ス 大 阪 市 北 区

ラ イ ブ ハ ウ ス 東 京 都 渋 谷 区

㈱ セ ッ プ 本 社 東 京 都 港 区

㈱ Ｐ ヴ ァ イ ン 本 社 東 京 都 渋 谷 区

イ ン フ ィ ニ ア ㈱ 本 社 東京都千代田区

コネクトプラス㈱ 本 社 東 京 都 港 区

７．使用人の状況（平成28年３月31日現在）
(1) 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

メディア・コンテンツ 225（55）名 33名増

映像制作 24（28）名 ３名増

合計 249（83）名 36名増

（注）使用人数は就業員数であり、契約社員及びアルバイトは（　）内に年間の平均人員を外数
で記載しております。

(2) 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

181（40）名 3名増 40.8歳 11年

（注）使用人数は就業員数であり、契約社員及びアルバイトは（　）内に年間の平均人員を外数
で記載しております。

８．主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）
該当事項はありません。

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項（平成28年３月31日現在）
該当事項はありません。

－ 10 －
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Ⅱ．会社の現況

１．株式の状況(平成28年３月31日現在)

(1) 発行可能株式総数 35,200,000株

(2) 発行済株式の総数 11,330,800株

(3) 株主数 3,901名

(4) 大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 ( 株 ) 持株比率(％ )

伊 藤 忠 商 事 ㈱ 3,896,000 34.38

㈱ フ ジ ・ メ デ ィ ア ・ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 1,886,400 16.64

K D D I ㈱ 1,500,000 13.23

㈱ 博 報 堂 Ｄ Ｙ メ デ ィ ア パ ー ト ナ ー ズ 160,000 1.41

㈱ＪＶＣケンウッド・ビクターエンタテインメント 118,400 1.04

M S C O  C U S T O M E R  S E C U R I T I E S 113,100 0.99

大 野 木 　 弘 103,000 0.90

㈱ Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 100,600 0.88

㈱ソニー・ミュージックコミュニケーションズ 80,000 0.70

キ ン グ レ コ ー ド ㈱ 80,000 0.70

(注)１．自己株式は所有しておりません。

２．持株比率は、小数点第３位を切り捨てて表示しております。

２．新株予約権等の状況（平成28年３月31日現在）

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社従業員等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

－ 11 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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３．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況(平成28年３月31日現在)

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 清 水 英 明 事業開発推進本部長

取 締 役 近 藤 正 司 音楽ソフト事業本部長

取 締 役 瀧 川 正 靖
メディア戦略本部長
コネクトプラス㈱ 代表取締役社長

取 締 役 案 納 俊 昭 コーポレート本部長

取 締 役 梶 原 　 浩

伊藤忠商事㈱ 住生活・情報カンパニー 通信・モバイル

ビジネス部長

エフ・アイ・メディア企画㈱ 代表取締役

伊藤忠ケーブルシステム㈱ 取締役

NHK COSMOMEDIA AMERICA,INC. Director

伊藤忠・フジ・パートナーズ㈱ 取締役

アシュリオン・ジャパン㈱ 取締役

㈱スター・チャンネル 監査役

取 締 役 金 光 　 修

㈱フジ・メディア・ホールディングス 専務取締役 経

営企画局長

エフ・アイ・メディア企画㈱ 代表取締役社長

㈱フジ・メディア・サービス 代表取締役社長

㈱フジ・スタートアップ・ベンチャーズ 代表取締役

社長

㈱フジ・メディア・マネジメント 代表取締役社長

取 締 役 八 木 達 雄

ＫＤＤＩ㈱ バリュー事業本部新規ビジネス推進本部

KKBOX Inc. 取締役

KKBOX Japan LLC Managing Director

㈱A-Sketch 社外取締役

取 締 役 中　村　伊知哉

慶應義塾大学大学院 メディアデザイン研究科 教授

(一社)デジタルサイネージコンソーシアム 理事長

(一社)ニューメディアリスク協会 理事長

(一社)CiP協議会 理事長

NPO法人CANVAS 副理事長

デジタル教科書教材協議会 副会長

(公財)ＫＤＤＩ財団 理事

(一社)インターネットコンテンツ審査監視機構 理事

㈱JPホールディングス 社外取締役

㈱ミクシィ 社外取締役

取 締 役 三 浦 文 夫 関西大学 社会学部メディア専攻 教授

－ 12 －

会社役員の状況
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

監査役(常勤) 内 田 正 宏

監 査 役 数 面 浩 尚

伊藤忠商事㈱ 住生活・情報事業・リスク管理室長代行

エキサイト㈱ 監査役

伊藤忠・フジ・パートナーズ㈱ 監査役

監 査 役 笠 原 浩 人

監 査 役 伊 藤 修 平

伊藤公認会計士事務所 代表

みかさ監査法人 代表社員

㈱ＳＯＸアドバイザーズ 代表取締役

㈱ウィルグループ 社外取締役

キングソフト㈱ 社外監査役

(注)１．取締役のうち梶原 浩、金光 修、八木 達雄、中村 伊知哉及び三浦 文夫の各氏は、社

外取締役であります。

２．監査役のうち数面 浩尚、笠原 浩人及び伊藤 修平の各氏は、社外監査役であります。

３．当社は、取締役 三浦 文夫、監査役 伊藤 修平の両氏を㈱東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．監査役 伊藤 修平氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

５．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

・平成27年６月23日開催の第21期定時株主総会において、金光 修氏は、取締役に新たに

選任され就任いたしました。

・平成28年４月１日付で取締役の地位・担当を次のとおり変更しております。

氏 名 異 動 前 異 動 後

清 水 英 明
代表取締役社長

事業開発推進本部長

代表取締役社長

瀧 川 正 靖
取締役

メディア戦略本部長

取締役

デジタル事業本部長

－ 13 －

会社役員の状況
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６．当社では、執行役員制度を導入しております。平成28年４月１日現在の執行役員は、

以下のとおりです。

氏 名 会社における地位 担 当

近 藤 正 司 取締役兼執行役員 音楽ソフト事業本部長

瀧 川 正 靖 取締役兼執行役員 デジタル事業本部長

案 納 俊 昭 取締役兼執行役員 コーポレート本部長

長谷川裕朗 執 行 役 員 コーポレート本部長代行

林　　吉人 執 行 役 員 エンタテインメント事業本部長

 　 　 昇 執 行 役 員 音楽ソフト事業本部長代行

石田美佐緒 執 行 役 員 SSTVコンテンツ事業本部長

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、損害賠償責任を一定の範囲に限定する契

約を締結することができる旨を定款に規定しており、各社外取締役及び各社外監査役との

間で責任限定契約を締結しております。

その契約内容の概要は、次のとおりであります。

・社外取締役及び社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合

は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となっ

た職務を行うにあたり善意かつ重大な過失がないときに限るものとする

－ 14 －

会社役員の状況
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(3) 取締役及び監査役の報酬等

① 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

名 百万円

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

７
(３)

91
(３)

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

４
(３)

20
(３)

合 計
( う ち 社 外 役 員 )

11
(６)

111
(７)

(注)１．上記には、無報酬の社外取締役２名を除いております。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成12年６月20日開催の第６期定時株主総会において年額200

百万円以内(ただし、使用人分給与は含まない。)と決議を受けております。

４．監査役の報酬限度額は、平成12年６月20日開催の第６期定時株主総会において年額50

百万円以内と決議を受けております。

５．報酬等の額には、以下のものが含まれております。

・役員賞与

役員賞与につきましては、支給しておりません。

・当事業年度に計上した役員退職慰労引当金

取締役　３名・・・10百万円(うち社外取締役　０名)

監査役　１名・・・１百万円(うち社外監査役　０名)

② 当事業年度に支払った役員退職慰労金

該当事項はありません。

－ 15 －

会社役員の状況
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(4) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

他の法人等の重要な兼職の状況につきましては、前記「３．(1) 取締役及び監査役の

状況」に記載のとおりであります。また、兼職先と当社の関係につきましては、以下の

とおりであります。

・社外取締役 梶原 浩及び社外監査役 数面 浩尚の各氏の兼職先であります伊藤忠商事

㈱は、当社株式の34.38％を所有する主要株主であります。

・社外取締役 金光 修氏の兼職先であります㈱フジ・メディア・ホールディングスは、

当社株式の16.64％を所有する主要株主であります。

・社外取締役 八木 達雄氏の兼職先でありますＫＤＤＩ㈱は、当社株式の13.23％を所

有する主要株主であります。

② 当事業年度における主な活動状況

イ．取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会(12回開催) 監査役会(12回開催)

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

回 ％ 回 ％

取 締 役 梶 原 　 浩 11 91.7 － －

取 締 役 金 光 　 修 9 90.0 － －

取 締 役 八 木 達 雄 10 83.3 － －

取 締 役 中　村　伊知哉 12 100.0 － －

取 締 役 三 浦 文 夫 12 100.0 － －

監 査 役 数 面 浩 尚 12 100.0 12 100.0

監 査 役 笠 原 浩 人 12 100.0 12 100.0

監 査 役 伊 藤 修 平 11 91.7 11 91.7

(注)１．取締役 金光 修氏は、平成27年６月23日開催の第21期定時株主総会において選任され

たため、取締役会の開催回数が他の社外取締役と異なります。

なお、同氏の就任後の取締役会の開催回数は10回であります。

２．上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基

づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が２回ありました。
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ロ．取締役会及び監査役会における発言状況

・取締役 梶原 浩氏は、主に当社経営方針と戦略的見地から、意思決定の妥当性・

適正性を確保するために適宜助言・提言を行っております。

・取締役 金光 修氏は、主に放送業界における豊富な経験をもとに、経営全般に適

宜助言・提言を行っております。

・取締役 八木 達雄氏は、通信業界における音楽事業での先進的な取り組みやメデ

ィアコンテンツ事業拡大の推進を目的として、経営全般に適宜助言・提言を行っ

ております。

・取締役 中村 伊知哉氏は、主にメディアコンテンツ事業分野における専門家とし

ての見地から、メディアコンテンツ事業拡大の推進を目的として経営全般に適宜

助言・提言を行っております。

・取締役 三浦 文夫氏は、主にメディアコンテンツ事業分野における専門家として

の見地からメディアコンテンツ事業拡大の推進を目的として経営全般に適宜助

言・提言を行っております。

・監査役 数面 浩尚氏は、当社経営の適法性・適正性等を確保するために適宜助言・

提言を行っております。

・監査役 笠原 浩人氏は、当社の属するCSメディア業界での豊富な経験をもとに、

当社経営の適法性・適正性等を確保するために適宜助言・提言を行っております。

・監査役 伊藤 修平氏は、公認会計士としての豊富な経験と専門知識を有しており、

専門的見地から当社経営の適法性・適正性等を確保するために適宜助言・提言を

行っております。
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４．会計監査人の状況

(1) 名称　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

30百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の

理由を報告いたします。

また、当社では、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

(4) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況等

当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制並びにその他業務の適正を確保するための体制（内部統制システ
ム）を整備し、年１回、当該システムの整備・運用状況につきモニタリング
を実施しております。また、取締役会がその内容を確認し、当該システムの
改善に継続的に取り組んでおります。

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 代表取締役は、全取締役及び従業員に対し、当社グループコンプライアンスポリシー

の遵守を繰り返し徹底させ、高い倫理観と社会的責任に基づいて行動する企業風土の

醸成を指導するとともに、適宜、外部の専門家への確認を行い、法令・定款違反行為

を未然に防止する。

② 前項実施のため、コンプライアンス責任者及びコンプライアンス担当部署を定めコン

プライアンスを推進するとともに、内部監査室を設けて法令・定款及び社内諸規程の

遵守を検証する。

③ 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした

姿勢で組織的に対応する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理に関する体制

① 情報管理規程、文書管理規程、ＩＴガイドライン等の規程に従い、取締役の職務の執

行に係る情報を適切に保存・管理する。

② 取締役及び監査役は、いつでも前項の情報を閲覧することができることとする。

③ 閲覧・コピー及び保管場所・保存期間等に関する不備の有無を確認し、必要に応じ規

程を追加修正する。

④ 保存媒体に応じ、機密性が高くかつ必要事項の検索が容易となるよう工夫し保管運用

を行う。

（3）損失リスクの管理に関する規程その他の体制

① 職務分掌規程、職務権限規程における責任体制を徹底し、日常的なリスクの把握を強

化する。

② リスク管理規程に従い、リスクの分類整理を進め、それぞれに適した管理体制の再構

築と責任者の明確化を行い、継続的な管理状況のレビューと改善を行う。

③ 不測の事態が発生した場合は、社長をトップとし管理担当取締役を補佐として、顧問

弁護士等外部アドバイザリーを含むチームを組成して各関係ステークホルダー等への

迅速な連絡と対応を行う。

（4）取締役の職務の効率的な執行を確保するための体制
① 職務の効率的な執行のベースとして取締役会を原則月１回開催し、建設的な討議が行

えるよう準備する。また、必要に応じ適宜臨時に開催する。

② 取締役会以下各種会議体において、重要な経営指標とその目標及び計画施策とその結

果などが明確になるよう運営を行い、業務効率と情報伝達のスピードアップを図る。

③ 意思決定プロセスの効率化・迅速化を進め、業務効率と情報伝達のスピードアップを

図るために、執行役員制度を採用する。
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（5）使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
① 幹部層の意識から全従業員まで、コンプライアンスプログラムの徹底を更に進める。

そのため、順次研修を実施する。

② 監査役会との連携の下、内部監査室が毎年内部監査計画を定め、適切に実施する。

③ 法令違反の懸念を発見した取締役又は当社従業員は、遅滞なく内部通報制度を活用す

るか、もしくは監査役へ報告する。

（6）企業集団における業務の適正性を確認・確保するための体制
① グループコンプライアンスプログラムを当社グループ共通のプログラムとして策定・

共有し、それぞれ実施する。

② グループ会社に対する経営管理基本方針を定め、権限の明確化、重要情報の基準の明

確化、迅速な情報の伝達と開示、そして方針や判断の適切なフィードバックを推進す

る。

③ グループ会社におけるリスクの把握を進め、リスク管理規程の策定などリスク毎の管

理体制とリスク管理責任者の明確化を行う。

④ グループ内で適切な取引や会計処理が確保されるよう、グループ内取引規程を新設する。

⑤ 「子会社及び関連会社管理規程」において、子会社の意思決定のうち一定の重要案件

について当社の稟議決裁を義務付け、また経営に関する重要書類を当社に提出するこ

とを義務付けている。

⑥ 当社は、月１回、当社の取締役、執行役員及び子会社の社長が出席する「事業責任者

会議」を開催し、子会社の業績、重要事項につき報告させる機会を設けている。

（7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項
監査役が必要と認める場合、監査役を補助する使用人を監査役の指揮下に置く。

（8) 前項の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する
指示の実効性に関する事項
監査役を補助する使用人は、他部署の使用人を兼務せず、その任免・異動・賃金その

他の人事事項は、監査役会の同意を必要とする。

（9）監査役への報告に関する体制
① 取締役及び執行役員は、監査役に対して、法令に定める事項の他、次に掲げる事項を

その都度直ちに報告する。

・財務及び事業に重大な影響を及ぼすおそれのある決定などの内容

・業績及び業績見通しの発表の内容

・内部監査の内容及び結果

・内部情報提供制度に基づく情報提供の状況

・行政処分の内容

・前各号に掲げるものの他、監査役が求める事項

② 使用人は、監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。

・当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実

・重大な法令又は定款違反事実

③ 当社子会社の取締役、監査役、及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当

社の監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。

・当該子会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実

・重大な法令又は定款違反事実

④ 監査役は常勤取締役会の他、経営上重要な会議に適宜出席できるものとする。
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（10）前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を受けないことを確保する体制
グループコンプライアンスプログラムにおいて、当社グループの役職員が当社監査

役に対して直接通報を行うことができることを定めるとともに、当該通報をしたこと

自体による解雇その他の不利益取扱いの禁止を明記する。

（11）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他
の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関
する事項
監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法388条に基づく費用の前払い

等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が

当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又

は債務を処理する。

（12）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 内部監査室は、監査役会の助言・要望を得つつ内部監査を実施するとともに、監査役

と定期的に会合を持ち密接な情報交換及び連携を図る。

② 監査役会は代表取締役、会計監査人と定期的に意見交換会を開催するとともに、適宜、

業務執行取締役及び重要な使用人からヒアリングを実施する。

（13）財務報告の信頼性を確保するための体制

① 代表取締役は、子会社を含めた当社グループにおける財務報告の信頼性を確保するた

めに、金融商品取引法及び当社行動基準に基づき、当社経理部門等の関連部門を中心

とする十分な体制を整備し、内部統制システムの構築と運用を行うものとする。

② 当社及び子会社の内部統制監査部門は、子会社を含めた当社グループにおける内部統

制の遵守状況及びその有効性を定期的に検証し、必要と認められる改善策・是正策を

検討するものとする。

③ 当社及び子会社の内部統制監査部門責任者は、当社取締役会に対して、内部統制監査

部門における検証結果を報告し、併せて必要と認められる改善・是正策を提言するも

のとする。

（14）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理に関する体制の運用状況について、情

報の保存管理は、文書管理規定及び関連規定に基づき、適切に保管及び管理を行い、

必要に応じて閲覧できるようにしております。廃棄の際には、溶解処理等により、再

生不可能とする処分方法にて廃棄することとしております。

使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制の運用状況に

ついて、代表取締役や管理部門から、使用人に対して適宜コンプライアンスプログラ

ムを周知させ、コンプライアンスの遵守状況の確認と啓蒙を実施しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

減価償却累計額及び
減 損 損 失 累 計 額

無 形 固 定 資 産

の れ ん

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

株 式 交 付 費

そ の 他

4,826,113

2,398,202

1,741,150

282,649

102,386

5,194

130,597

220,178

△54,246

2,170,693

577,417

719,832

18,323

424,519

72,455

449,755

13,814

△1,121,282

622,978

246,700

186,559

166,900

22,817

970,297

317,200

372,164

219,816

97,821

△36,706

18,438

14,902

3,536

流 動 負 債 2,272,878

買 掛 金 1,144,443

リ ー ス 債 務 19,849

未 払 金 260,608

未 払 法 人 税 等 65,182

預 り 金 535,845

賞 与 引 当 金 110,498

役 員 賞 与 引 当 金 12,461

返 品 調 整 引 当 金 71,430

売 上 割 戻 引 当 金 870

そ の 他 51,688

固 定 負 債 799,782

リ ー ス 債 務 97,592

退職給付に係る負債 582,163

役員退職慰労引当金 113,486

そ の 他 6,539

負 債 合 計 3,072,660

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,942,403

資 本 金 1,920,579

資 本 剰 余 金 977,579

利 益 剰 余 金 1,044,245

非 支 配 株 主 持 分 180

純 資 産 合 計 3,942,583

資 産 合 計 7,015,244 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,015,244

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成27年４月１日から )平成28年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,896,180

売 上 原 価 10,265,829

売 上 総 利 益 2,630,350

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 2,807

差 引 売 上 総 利 益 2,633,158

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,514,306

営 業 利 益 118,851

営 業 外 収 益

受 取 利 息 446

受 取 配 当 金 602

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,652

受 取 賃 貸 料 1,740

業 務 協 力 手 数 料 8,082

諸 預 り 金 戻 入 益 3,097

助 成 金 収 入 5,519

雑 収 入 3,052 25,193

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,584

株 式 交 付 費 償 却 5,731

為 替 差 損 4

雑 損 失 31 7,351

経 常 利 益 136,692

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 20 20

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,311 4,311

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 132,401

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 96,926

法 人 税 等 調 整 額 △21,937 74,989

当 期 純 利 益 57,412

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 57,412

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,789,059 846,059 1,093,741 3,728,859

当 期 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 131,520 131,520 263,040

剰 余 金 の 配 当 △106,908 △106,908

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

57,412 57,412

株主資本以外の項目の当期
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 中 の 変 動 額 合 計 131,520 131,520 △49,495 213,544

当 期 末 残 高 1,920,579 977,579 1,044,245 3,942,403

非支配株主持分 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 － 3,728,859

当 期 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 263,040

剰 余 金 の 配 当 △106,908

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

57,412

株主資本以外の項目の当期
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

180 180

当 期 中 の 変 動 額 合 計 180 213,724

当 期 末 残 高 180 3,942,583

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　４社

・主要な連結子会社の名称　　　　㈱セップ

㈱Ｐヴァイン

インフィニア㈱

コネクトプラス㈱

上記のうち、インフィニア㈱は、株式取得により、コ

ネクトプラス㈱は、新たな設立により、当連結会計年

度において、子会社となったため、連結の範囲に含め

ております。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　　１社

・主要な会社等の名称　　　　　　㈱ＭＡＳＨ　Ａ＆Ｒ

②　持分法を適用していない関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　　Ｏｎｅ　Ａｓｉａ　Ｍｕｓｉｃ　Ｉｎｃ.

㈱アルテメイト

・持分法を適用しない理由　　　　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げ

の方法）によっております。

・商品　　　　　　　　　　先入先出法

・製品　　　　　　　　　　個別法

・仕掛品　　　　　　　　　個別法

・原材料及び貯蔵品　　　　個別法
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

（イ）リース資産以外の有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　10～50年

機械装置及び運搬具　　６～８年

工具器具備品　　　　　４～15年

（ロ）リース資産　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証

の取り決めのあるものについては当該残価保証額）と

して算定する定額法によっております。

無形固定資産

（イ）リース資産以外の無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　　５年

のれん　　　　　　　　　　５年

商標権　　　　　　　　10～15年

ただし、映像権利（その他）については、見込収益獲

得可能期間に基づく定率法を採用しております。

（ロ）リース資産　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定

する定額法によっております。

繰延資産の処理方法

                            定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　株式交付費　　　　　　　　３年

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、次連結会計

年度賞与支給見込額の当連結会計年度対応分を計上し

ております。

役員賞与引当金　　　　　　　役員に対する賞与の支給に備えるため、次連結会計年

度賞与支給見込額の当連結会計年度対応分を計上して

おります。

役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して

おります。

返品調整引当金　　　　　　　当連結会計年度末日以降予想される返品による損失に

備えるため、過去の返品率及び将来の返品可能性を勘

案して見積った損失見込額を計上しております。

売上割戻引当金　　　　　　　将来発生する売上割戻に備えるため、得意先との個別

契約に基づいた売上の一定額又は一定率を計上してお

ります。
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④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

（イ）退職給付に係る負債の計上基準

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給

付費用の計算に、退職給付に係る連結会計年度末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。

（ロ）消費税等の会計処理　　税抜方式によっております。

(5) のれんの償却に関する事項

のれんの償却は、僅少なものを除き、発生日以後20年以内のその効果の及ぶ期間にわたっ

て均等償却しております。

(6) 会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年

９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会

計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年

度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本

剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結合年度の翌年度に行

われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する影響額を区分表示するとと

もに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第

44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ、

18,761千円減少しております。

(7) 表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

２．連結損益計算書に関する注記

通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切り下げ額は次のとおりで

す。

・売上原価 9,311千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 10,690,800株 640,000株 －株 11,330,800株

（注）発行済株式総数の増加 640,000株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。
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(2) 自己株式の数に関する事項

該当事項はありません。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成27年６月23日開催の第21期定時株主総会決議による配当に関する事項

普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 106,908千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月24日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

平成28年６月28日開催予定の第22期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 113,308千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月29日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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４．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

①　流動の部 （単位：千円）

　繰延税金資産

　賞与引当金 33,794

　貸倒引当金 16,707

　たな卸資産 37,934

　返品調整引当金 16,207

　繰越欠損金 8,136

　未払事業税 6,924

　その他 10,890

　繰延税金資産合計 130,597

繰延税金資産の純額 130,597

②　固定の部 （単位：千円）

　繰延税金資産

　役員退職慰労引当金 34,726

　退職給付に係る負債 178,186

　貸倒引当金 11,242

　投資有価証券及び会員権評価損 16,101

　繰越欠損金 13,390

　減損損失 2,971

　その他 18,294

　繰延税金資産小計 274,912

　評価性引当金 △27,401

　繰延税金資産合計 247,510

　繰延税金負債

　土地評価益 △511

　負債調整勘定 △27,181

繰延税金負債合計 △27,693

繰延税金資産の純額 219,816
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 33.1％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.5％

役員賞与引当金 3.1％

住民税均等割 5.4％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 16.3％

評価性引当額の増減 △13.5％

のれん償却額 0.2％

連結子会社取得による影響額 4.8%

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税率の負担率 56.6％

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を

改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年

４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

33.1％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連

結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成30年４月１日に開始する

連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は21,544

千円減少し、法人税等調整額が同額減少しております。

５．リースにより使用する固定資産に関する注記

　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 5,498千円

１年超 －千円

合計 5,498千円

(減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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６．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、経営計画に照らして、必要な資金（銀行借入）を調達するようにしてお

ります。なお、当連結会計年度末時点の借入金はありません。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスクに晒され

ております。

敷金及び保証金は、主に事業所を賃借する際の支出及び営業保証金であり、預入先の信用

リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが、２ヶ月以内の支払期日であります。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資を目的としたものであり、リー

ス期間は最長で決算日後２年であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

（イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、各事業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

（ロ）市場リスクの管理

当社グループが所有する投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）

の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

（ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき経営管理部が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2）金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

には含まれておりません（（注）２　参照）。

連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,398,202 2,398,202 －

(2）受取手形及び売掛金 1,741,150

　　貸倒引当金 △43,813

1,697,337 1,697,337 －

(3）敷金及び保証金 372,164 254,438 △117,725

　資産計 4,467,704 4,349,978 △117,725

(1）買掛金 1,144,443 1,144,443 －

(2）未払金 260,608 260,608 －

(3）リース債務 117,441 117,500 59

　負債計 1,522,493 1,522,522 59

（注）１. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。受取手形及び売掛金については、貸倒引当金を控除しております。

(3）敷金及び保証金

これらの時価は、期末から返還までの見積り期間に基づき、将来キャッシュ・フローを国

債の利回り等、適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(1）買掛金、(2）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(3）リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を、同様のリース取引をおこなった場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、流動負債に計上したリース債務

と固定負債に計上したリース債務を合算して表示しております。

２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 317,200

　預り金 535,845

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、上表には含めておりません。また、預り金については、返還期限の定めがなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。
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(3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 2,398,202 － － －

受取手形及び売掛金 1,741,150 － － －

合計 4,139,352 － － －

(4）リース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

リース債務 19,849 97,592 － － － －

合計 19,849 97,592 － － － －

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、神奈川県鎌倉市に、賃貸用の建物（土地を含む。）を保有しておりま

す。平成28年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,352千円（賃貸収益は

営業外収益に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であります。賃貸等不動産

の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における

時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

(2) 賃貸等不動産時価等に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

64,797 △20,507 44,290 32,560

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．主な変動

減少は、主に東京都世田谷区に所有しているマンションの使用目的の変更による賃貸

用不動産からの除外20,330千円及び減価償却費176千円であります。

３．時価の算定方法

当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による評価額又は、一定の評価額（実勢価

格又は査定価格）や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく評価に

よっております。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 347円94銭

(2) １株当たり当期純利益 ５円12銭

９．その他の注記

 資産除去債務に関する注記

当社は、本社オフィス等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債

務を資産除去債務として認識しておりますが、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務

の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと認めら

れる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する

方法によっております。

（当該資産除去債務の金額の算定方法）

この見積りにあたり、使用見込期間は入居から12年～50年間を採用しております。

（当連結会計年度における敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額の増減）

期首残高 22,797千円

当連結会計年度の取得に伴う増加額 6,644千円

当連結会計年度の負担に属する償却額 5,486千円

資産除去債務の履行による減少額 －千円

期末残高 34,928千円

(企業結合等関係）

Ⅰ　取得による企業結合

　当社は、平成28年２月26日開催の取締役会において、LiNK-UP㈱の100％子会社であるイン

フィニア㈱の発行済株式の300株を取得することを決議し、同日に株式譲渡契約を締結いたし

ました。

　また、同株式譲渡契約に基づき、平成28年２月29日付けでインフィニア㈱の株式を取得し、

子会社化いたしました。

１　企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　インフィニア株式会社

事業の内容　　　　　飲食店経営、グッズ企画販売、衣装制作販売
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(2）企業結合を行った主な理由

　当社は今年度より、今後の中長期的な成長の実現を目指して、SPACE SHOWER TV 事業、

SPACE SHOWER MUSIC 事業、そして、SPACE SHOWER ENTERTAINMENT 事業の３つのビジネス

ユニットに再編いたしました。SPACE SHOWER ENTERTAINMENT 事業においては、これまで当

社グループが扱ってこなかった領域を開拓すべく、アイドル、アニメ、コンセプトカフェ

といった分野で事業開発を進めております。これらの分野は、作品あるいはアーティスト

に対するロイヤリティとその関連商品に対する高い消費意欲を持つユーザーの作るコミュ

ニティに支えられており、その市場規模・特性や成長性といった点に着目しつつ、当社が

これまで培ってきた諸機能を活かすことで、当社ならではの新たな取り組み方で収益機会

の創造に繋げていきたいと考えております。インフィニア㈱は、秋葉原において老舗メイ

ドカフェ「＠ほぉ～むカフェ」を５店舗展開しています。同店は、今世紀初頭のメイドカ

フェブームを経て現在もなお幅広い客層に愛されている秋葉原を代表するメイドカフェで

す。また、「＠ほぉ～むカフェ」は、昨年、世界最大級の口コミ旅行サイト「トリップア

ドバイザー」にて「2015年エクセレンス認証」を獲得するなど、日本のみならず海外の観

光客にも広く認知されています。当社としては、この「＠ほぉ～むカフェ」と当社が有す

る放送や通信上での映像配信及び音楽・映像・イベント制作機能などを連携させ、新しい

サービスを開発・提案することで、ユーザーに新しい付加価値を提供することが可能にな

るとともに、この領域に参入することで、当社の今後の事業展開において重要なソーシャ

ルメディア展開、隣接領域との融合、マーチャンダイズ開発、コンテンツの海外展開など

の取組みを加速させることが可能になると判断し、今般インフィニア㈱の全株式及び同店

の営業に必要な商標権を取得することといたしました。

(3）企業結合日

平成28年２月29日

(4）企業結合の法的形式

株式取得

(5）結合後企業の名称

インフィニア株式会社

(6）取得した議決権比率

100％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２　連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　平成28年３月１日から平成28年３月31日までの業績を含めています。

３　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 180,000千円

取得原価 180,000千円

４　主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　　　　　　　　　　　19,079千円
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５　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

50,949千円

(2）発生原因

　取得原価が被取得企業の純資産を上回ったため、その超過額をのれんとして計上してお

ります。

(3）償却方法及び償却期間

　　５年間にわたる均等償却

６　のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及

び主要な種類別の償却期間

　　商標権　　177,000千円　　償却期間　　15年

７　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 98,691　千円

固定資産 121,411

資産合計 220,102

流動負債 153,424

固定負債 114,626

負債合計 268,052

８　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結

損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 672,369　千円

営業利益 4,917

経常損失 △29,470

税金等調整前当期純損失 △46,025

親会社株主に帰属する当期純損失 △46,152

１株当たり当期純損失 △4.11　　円

（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度開始日に完了したと仮定して算出した売上高及び損益情報と取得

企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としておりま

す。

　また、当該差額には連結会計年度の開始日から企業結合日までの期間に相当するのれんの

償却額が含まれております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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Ⅱ　取得による企業結合

連結子会社における事業譲受

　当社の連結子会社であるコネクトプラス㈱は、平成28年１月25日付にて、㈱EVENTIFYとの

間で、同社のファンサポート事業を平成28年２月29日を効力発生日として承継する旨の吸収

分割契約を締結しております。

１　企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及び事業の内容

　　被取得企業の名称　　株式会社EVENTIFY

　　事業の内容　　　　　ファンクラブ事業の企画・運営

(2）企業結合を行った主な理由

　　当社グループは中長期的な経営戦略の一つとして、アーティストやクリエイターの才

能・魅力を活かして付加価値をあらゆる場・形で最大化することを重点戦略と掲げており、

放送や音楽ソフトに限らず、ライブやデジタルサービス、コラボカフェなど多角的なコミ

ュニケーションツールで展開しております。一方、当社が平成24年４月に資本参画を行っ

た㈱EVENTIFYでは、これまでエンタテイメントコンテンツのチケットソリューション事業

と並行してファンクラブ事業を行っておりました。ファンクラブ事業とは、特定アーティ

ストのファンのための会員組織を運営する事業です。ユーザーは入会するとスマートフォ

ンやパソコンなどを通じて、お気に入りのアーティストの各種情報が入手でき、コンサー

トに優先的に参加できるなどのメリットがあります。前述の通り、当社グループが経営戦

略や多角的な展開を推進していることを踏まえ、①放送や音楽ソフトなどの事業実績から

アーティストとの接点が豊富にあること②次世代に向けたヒットが生まれるアーティスト

を発掘する力があること③ファンクラブだけではなく、当社グループの機能を活かし総合

的に付加価値を最大化できること、などの理由により当社グループが主体的に事業を行う

方が良いと判断し、会社分割により当該事業部門を譲り受けました。

(3）企業結合日

　　平成28年２月29日（みなし取得日平成28年３月31日）

(4）企業結合の法的形式

　　現金を対価とする事業譲受

(5）結合後企業の名称

　　コネクトプラス株式会社

２　連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

　　みなし取得日が平成28年３月31日であるため、連結損益計算書に被取得企業の業績は含

まれておりません。

３　取得した事業の取得原価及びその内訳

現金 　209,832千円

取得原価 　209,832千円

４　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

　　200,000千円
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(2）発生原因

　取得した資産及び引き受けた負債の純額と取得原価との差額により、発生したものであり

ます。

(3）償却方法及び償却期間

　５年間で均等償却

５　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 203　千円

固定資産 9,629

資産合計 9,832
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

減価償却累計額及び
減 損 損 失 累 計 額

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

敷 金 ・ 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

株 式 交 付 費

3,517,849

1,552,902

20,216

1,148,574

136,923

34,711

951

78,067

410,000

51,992

72,475

44,874

△33,841

2,910,659

449,234

604,676

16,450

344,111

52,640

432,825

13,814

△1,015,283

360,193

185,694

154,296

20,202

2,101,231

285,094

1,239,674

27,878

333,817

186,642

61,002

△32,878

14,902

14,902

流 動 負 債 1,703,948

買 掛 金 893,985

リ ー ス 債 務 19,849

未 払 金 151,358

未 払 法 人 税 等 29,861

未 払 消 費 税 等 5,034

前 受 金 9,513

預 り 金 525,361

賞 与 引 当 金 32,665

返 品 調 整 引 当 金 35,447

売 上 割 戻 引 当 金 870

固 定 負 債 656,510

リ ー ス 債 務 97,592

退 職 給 付 引 当 金 489,878

役員退職慰労引当金 62,500

そ の 他 6,539

負 債 合 計 2,360,458

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,082,952

資 本 金 1,920,579

資 本 剰 余 金 977,579

資 本 準 備 金 977,579

利 益 剰 余 金 1,184,794

利 益 準 備 金 27,170

その他利益剰余金 1,157,624

繰越利益剰余金 1,157,624

純 資 産 合 計 4,082,952

資 産 合 計 6,443,411 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,443,411

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,532,033

売 上 原 価 8,455,277

売 上 総 利 益 2,076,756

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 10,521

差 引 売 上 総 利 益 2,087,277

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,119,229

営　　　業　　　損　　　失（△） △31,951

営 業 外 収 益

受 取 利 息 863

受 取 配 当 金 14,008

業 務 協 力 手 数 料 29,157

受 取 賃 貸 料 1,740

諸 預 り 金 戻 入 益 3,097

助 成 金 収 入 5,519

雑 収 入 2,649 57,034

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,889

株 式 交 付 費 償 却 5,731

雑 損 失 31 7,652

経 常 利 益 17,430

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 20 20

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,311 4,311

税 引 前 当 期 純 利 益 13,139

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 35,782

法 人 税 等 調 整 額 △5,617 30,165

当　　期　　純　　損　　失（△） △17,025

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

純資産
合 計資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

株主資本
合　　計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

そ　の　他
利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,789,059 846,059 846,059 27,170 1,281,557 1,308,727 3,943,846 3,943,846

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 131,520 131,520 131,520 263,040 263,040

剰 余 金 の 配 当 △106,908 △106,908 △106,908 △106,908

当期純損失(△) △17,025 △17,025 △17,025 △17,025

当 期 変 動 額 合 計 131,520 131,520 131,520 － △123,933 △123,933 139,106 139,106

当 期 末 残 高 1,920,579 977,579 977,579 27,170 1,157,624 1,184,794 4,082,952 4,082,952

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げ

の方法）によっております。

・商品　　　　　　　　　　　　　先入先出法

・製品　　　　　　　　　　　　　個別法

・仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法

・原材料及び貯蔵品　　　　　　　個別法

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（イ）リース資産以外の有形固定資産　 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　10～50年

機械装置　　　　　　　６～８年

工具器具備品　　　　　４～15年

（ロ）リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証

の取り決めのあるものについては当該残価保証額）と

して算定する定額法によっております。

②　無形固定資産

（イ）リース資産以外の無形固定資産　 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　　５年

商標権　　　　　　　　10～15年

ただし、映像権利（その他）については、見込収益獲

得可能期間に基づく定率法を採用しております。

（ロ）リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定

する定額法によっております。

③　繰延資産の処理方法

株式交付費　　　　　　　　　　３年間で、定額法により償却しております。
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(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、次事業年度

賞与支給見込額の当事業年度対応分を計上しておりま

す。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る自己都合退職金要支給額に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しており

ます。

⑤　返品調整引当金　　　　　　　　当事業年度末日以降予想される返品による損失に備え

るため、過去の返品率及び将来の返品可能性を勘案し

て見積った損失見込額を計上しております。

⑥　売上割戻引当金　　　　　　　　将来発生する売上割戻に備えるため、得意先との個別

契約に基づいた売上の一定額又は一定率を計上してお

ります。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

区分掲記されたもの以外の関係会社に対する金銭債権・債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 8,857千円

②　短期金銭債務 86,933千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 14,483千円

②　事業費 201,908千円

③　その他の営業取引高 1,744千円

④　営業取引以外の取引高 35,104千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

該当事項はありません。
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

①　流動の部 （単位：千円）

繰延税金資産

賞与引当金 10,061

貸倒引当金 10,423

たな卸資産 34,493

返品調整引当金 8,214

未払事業税 4,429

その他 4,853

繰延税金資産合計 72,475

繰延税金資産の純額 72,475

②　固定の部 （単位：千円）

繰延税金資産

退職給付引当金 149,934

役員退職慰労引当金 19,125

貸倒引当金 10,070

投資有価証券評価損 16,101

減損損失 2,971

その他 15,621

繰延税金資産合計 213,824

繰延税金負債

負債調整勘定 △27,181

繰延税金負債合計 △27,181

繰延税金資産の純額 186,642
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 33.1％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 61.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △33.9％

住民税均等割 50.1％

税率変更による期末繰延税金資産の税額修正 120.5％

その他 △1.9％

税効果会計適用後の法人税率の負担率 229.6％

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部

を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成

28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来

の33.1％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業

年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成30年４月１日に開始する事業

年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

　　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

15,829千円減少し、法人税等調整額が同額減少しております。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 5,498千円

１年超 －千円

合計 5,498千円

(減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) その他の関係会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称

資 本 金

又 は

出 資 金

(百万円)

事 業 の

内 容

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額

(千円)
科 目

期末残高

(千円)
役員の

兼任等

事 業 上

の 関 係

その他

の関係

会社

伊藤忠商事㈱ 253,448 総 合 商 社
(被所有)

直接 34.38
－ － － － － －

その他

の関係

会社

㈱フジ･メディア･

ホールディングス
146,200

認 定 放 送

持 株 会 社

(被所有)

直接 16.64

間接　0.21

１名 － － － － －

主要

株主
Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ㈱ 141,852

電 気 通 信

事 業

(被所有)

直接 13.23
－

当社番組

の販売等

番組販売

売 上
179,942

売 掛 金 16,724

ファンサイト

売 上
10,172

モバイル

配信売上
1,199

映像制作

売 上
1,150

イベント

協賛原価
4,211 買 掛 金 411

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格及び総原価を参考の上協議決定しております。
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(2) 子会社等

種類 会社等の名称

資本金

又 は

出資金

(百万円)

事 業 の

内 容

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額

（千円）
科 目

期末残高

（千円）
役員の

兼任等

事 業 上

の 関 係

子会社 ㈱ セ ッ プ 50

ミュージックビ

デオ等の各種映

像の企画・制作

直接 100 ３名

当社音楽番組の

制 作 の 委 託

音 楽 番 組 の

制 作 委 託

（ 注 １ ）

56,950 買 掛 金 8,875

管 理 業 務

サービスの提供

管 理 業 務

サービスの提供

（ 注 １ ）

10,857
そ の 他 の

流 動 資 産
1,541

子会社 ㈱Ｐヴァイン 10

音楽ｿﾌﾄの企画・

制作及び音楽著

作 権 の 管 理・

開 発 等

直接 100 ４名

当 社 音 楽

ソフトの販売

委 託

音楽ソフトの

販 売 委 託

（ 注 １ ）

3,779 売 掛 金 253

当 社 音 楽

ソフトの販売

受 託

音楽ソフトの

販 売 受 託 等

（ 注 １ ）

25,803 買 掛 金 14,634

管 理 業 務

サービスの提供

管 理 業 務

サービスの提供

（ 注 １ ）

8,850
そ の 他 の

流 動 資 産
810

子会社 インフィニア㈱ 3

飲 食 店 経 営 、

グッズ企画販売、

衣 装 制 作 販 売

直接 100 ２名

資 金 貸 付 貸付の実行 160,000
関 係 会 社

短期貸付金
160,000

管 理 業 務

サービスの提供

管 理 業 務

サービスの提供

（ 注 １ ）

1,112
そ の 他 の

流 動 資 産
1,322

子会社 コネクトプラス㈱ 0.5
ファンクラブ事業

の 企 画 ・ 運 営
直接　82 ５名

資 金 貸 付 貸付の実行 250,000
関 係 会 社

短期貸付金
250,000

管 理 業 務

サービスの提供

管 理 業 務

サービスの提供

（ 注 １ ）

255
そ の 他 の

流 動 資 産
3,147

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格及び総原価を参考の上協議決定しております。

資金の預入及び借入については、市場金利を勘案して決定しております。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 360円34銭

(2) １株当たり当期純損失 △１円52銭

９．その他の注記

資産除去債務に関する注記

当社は、本社オフィス等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債

務を資産除去債務として認識しておりますが、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務

の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと認めら

れる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法

によっております。

（当該資産除去債務の金額の算定方法）

この見積りにあたり、使用見込期間は入居から12年～50年間を採用しております。

（当事業年度における敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額の増減）

期首残高 22,662千円

当事業年度の取得に伴う増加額 －千円

当事業年度の負担に属する償却額

資産除去債務の履行による減少

5,225千円

－千円

期末残高 27,887千円

－ 48 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月16日

株式会社スペースシャワーネットワーク

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 池 田 敬 二 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 猪 俣 雅 弘 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社スペースシャワーネットワ
ークの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社スペースシャワーネットワーク及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 49 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月16日

株式会社スペースシャワーネットワーク

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 池 田 敬 二 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 猪 俣 雅 弘 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社スペースシャワーネ
ットワークの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第22期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 50 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第22期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役間で監査の実施状況及び結果

について定期的に審議を行うほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査の計画
等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

② 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に関し、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について適宜報告を受け、必要に応
じ説明を求め、意見を表明しました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日　企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。　また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、当該決議に違反する重大な事実は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人　有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成28年５月27日

株式会社スペースシャワーネットワーク　監査役会

常勤監査役 内 田 正 宏 
監　査　役 笠 原 浩 人 
監　査　役 数 面 浩 尚 
監　査　役 伊 藤 修 平 

（注）非常勤監査役３名は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 51 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は、配当政策を経営の最重要課題の一つと認識しており、長期的・安

定的配当の維持継続を念頭に置きながら、財務状況及び連結業績等を勘案し

て、適切な配当金額を決定しております。この配当政策に基づき慎重に検討

しました結果、当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業

展開等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円といたします。

なお、この場合の配当総額は113,308,000円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年６月29日といたします。

－ 52 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役１名選任の件

取締役 八木達雄氏は、本総会終結の時をもって辞任いたします。

つきましては、その補欠として取締役１名の選任をお願いするものであります。

本取締役候補者の任期は、当社定款の規定により、退任した取締役の任期満了

の時まで（平成29年６月開催予定の第23期定時株主総会終結の時まで）となり

ます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の 株 式 の 数

つか

塚
だ

田
とし

俊
ふみ

文
昭和36年11月６日

昭和61年４月　第二電電㈱ 入社

平成17年７月　ＫＤＤＩ㈱ コンテンツ・メディア事業本部 コ

ンテンツマーケティング部長

平成17年12月　同社 メディア本部 ポータルビジネス部長

平成19年６月　㈱mediba 代表取締役社長

平成22年４月　ＫＤＤＩ㈱ 新規ビジネス推進本部 ビジネス統

括部長

平成23年４月　同社 新規事業統括本部 新規ビジネス推進本

部 副本部長

平成23年10月　同社 新規事業統括本部 統括本部長付上席補佐

平成25年４月　㈱ウェブマネー 代表取締役副社長

平成25年６月　同社 代表取締役社長

平成28年４月　ＫＤＤＩ㈱ バリュー事業本部 新規ビジネス推

進本部長（現任）

平成28年４月　㈱mediba 取締役（現任）

平成28年５月　㈱A-Sketch 取締役（現任）

―

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．塚田俊文氏は､社外取締役候補者であります｡

３．塚田俊文氏の選任理由等については、ＫＤＤＩ㈱ バリュー事業本部 新規ビジネス推

進本部長を務めており、同社での豊富な経験と高い見識に基づき、通信分野における

先進的な取り組みやメディアコンテンツ事業拡大の推進を目的として、経営全般に適

宜助言・提言をいただくことで、経営体制が強化できると判断したため、社外取締役

として選任をお願いするものであります。

４．塚田俊文氏は、過去５年間において、当社の特定関係事業者であるＫＤＤＩ㈱の業務

執行者でありました。また、同氏は、過去２年間において同社の使用人としての給与

等を受けており、今後も受ける予定であります。

５．当社は、塚田俊文氏との間で会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

責任限定契約の概要は次のとおりであります。

・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社

法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務を

行うにあたり善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。

－ 53 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査役１名選任の件

監査役 数面浩尚氏は、本総会終結の時をもって辞任いたします。

つきましては、その補欠として監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお､本議案の提出につきましては､あらかじめ監査役会の同意を得ております。

本監査役候補者の任期は、当社定款の規定により、退任した監査役の任期満了

の時まで（平成31年６月開催予定の第25期定時株主総会終結の時まで）となり

ます。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の 株 式 の 数

の

野
だ

田
ひさ

尚
し

嗣
昭和40年４月26日

平成２年４月　伊藤忠商事㈱ 入社

平成６年４月　イノテック㈱ 出向

平成11年４月　伊藤忠商事㈱ 宇宙・情報・マルチメディア管理

部総括チーム

平成15年４月　伊藤忠テクノサイエンス㈱ 出向

平成21年４月　伊藤忠商事㈱ 情報通信・航空電子カンパニー 

情報通信・航空電子内部統制推進チーム

平成24年４月　同社 住生活・情報M&R室

平成26年４月　同社 住生活・情報事業・リスク管理室

平成28年４月　同社 情報・金融カンパニー 情報・金融事業・

リスク管理室（現任）

―

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．野田尚嗣氏は、社外監査役候補者であります。

３．野田尚嗣氏の選任理由等については、伊藤忠商事㈱における当社の属する事業部門の

情報・金融カンパニー 情報・金融事業・リスク管理室に所属しており、同社での豊富

な経験と高い見識に基づき、当社経営の適法性・適正性等を確保するために適宜助言・

提言いただくことで、経営監視機能のさらなる充実が図れると判断したため、社外監

査役として選任をお願いするものであります。

４．野田尚嗣氏は、現在及び過去５年間において、当社の特定関係事業者である伊藤忠商

事㈱の業務執行者であります。また、同氏は、過去２年間において同社の使用人とし

ての給与等を受けており、今後も受ける予定であります。

５．当社は、野田尚嗣氏との間で会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

責任限定契約の概要は次のとおりであります。

・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社

法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務を

行うにあたり善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。

以　上
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株主総会 会場ご案内図

会　場　東京都港区六本木一丁目９番９号
六本木ファーストビル地下１階

電　話　03－3585－7671

神谷町駅

六本木一丁目駅

日比谷線

４ｂ番出口

城山ヒルズ・テレビ東京

いきなり！ステーキ

スウェーデン大使館

首都高速都心環状線

IBM

改札口

首都高速３号渋谷線

南北線 アークヒルズ

サントリーホール

スペイン大使館

アメリカ大使館

みずほ銀行

ホテル
オークラ別館

六本木ファーストビル地下１階
「ラフォーレミュージアム六本木」

泉ガーデン
タワー

エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー

至　飯倉片町

至　飯倉

ＡＮＡ
インターコンチネンタル
ホテル東京

「交通のご案内」
●東京メトロ南北線「六本木一丁目駅」
中央改札を出て左手自動トビラ出口より徒歩４分。
●東京メトロ日比谷線「神谷町駅」４ｂ番出口より徒歩８分。

お願い：当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車での
ご来場はご遠慮願います。

この招集ご通知は、環境に優しい植物油
インキを使用しております。

地図




